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１ 農業改革前の協同医療制度の概要

1942年から45年にかけて、共産党指導のもとで、

陝西、甘蕭、寧夏地区で各種の生産の協同組織（中

国語では「合作社」）が誕生したが、その１つに衛

生協同組織（「衛生合作社」）があった。これは都市

における協同組織であり、民間で組織した医療機関

であって政府が物資の助成を行っていた。46年時に

は41の衛生協同組織が存在した1）。

1950年前後に、農村での無医無薬の問題を解決す

るために、東北地区の各省では協同的性格の衛生組

織を成立させた。52年には東北地区の農村区の1290

か所の衛生所のうち、協同組織が運営する衛生所が

85か所、民衆が共同で出資して運営する衛生所が225

か所あり、両者合計で全区の衛生所に占める割合は

17％であった。但し、これらの組織は協同的性格を

持った医療保健機関であり、保険という性格を持っ

た医療保健制度ではなかった2）。

1955年に、河北、山西、河南等の各省の農村で、

農業生産協同組織が運営する保健室（「保健駅」）が

出現し、料金支払いによる医療を行った。また農業

生産協同組織の組織員から保健費を集める方法を取

り入れて保健医療制度を実施したのは、55年に山西

省高平県米山郷連合保健室が最初であった。保健費

は支払い任意の原則のもとで集められた。そこでは

郷政府の指導下で協同組織と農民と医者が共同で出

資して保健室を開設した。しかしまだ協同組織が協

同医療制度を実施しているわけではなかった3）。

農業生産協同組織による協同医療制度（「合作医

療」）を初めて実施したのは、1956年に河南省の原

王店団結農場であった。そこでは組織員から保健費

を集める一方で、協同組織の公益金から一定額を拠

出するという方法を採用した4）。

1958年には全国で農村の人民公社化が進められ、

農村では各種の共産主義的制度が採り入れられたが、

保健医療分野でも全額無料医療（「全民免費医療」）

制度が採り入れらた。しかし農業生産の崩壊のため

に、この制度は長続きしなかった5）。

1959年に衛生省は、人民公社の保健医療制度を推

進する提案を発表した。その要点は次の３点であ

る6）。

１）社員は毎年一定の保健費を支払う。

２）診療時には初診料と薬代だけを支払う。

３）公社、大隊の公益金から一部分を拠出する。

60年に共産党は、前年に衛生省が発表した提案を支

持することを表明し、各地に衛生省の提案を執行す

ることを要求した。しかし大躍進運動と農村人民公

社化運動による経済的疲弊のために、保健医療制度

の普及はゆっくり進むだけであった7）。それでも65

年までに、全国で十数の省・自治区・直轄市で、農

村協同医療制度を実施している県が存在した8）。

1965年６月26日に毛沢東は、医療衛生事業の重点
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を農村に置く（「把医療衛生工作的重点放到農村去」）

という指示を発表した。この指示ののち医療・衛生

関連部門では、農村での医療衛生事業の重視傾向が

強まった9）。

1968年に人民日報が、湖北省長陽県楽園公社で実

行されている農村協同医療制度の報告を報道したあ

とで、四人組は行政命令により、全国の農村に協同

医療制度の普及を推進することを強制した。この命

令は、

１）農村の経済条件

２）農村民衆の意思

３）協同医療制度がまだ実験段階であること

を顧みないでなされたものであり、また一方で、協

同医療制度を実施する人民公社・生産大隊数と医療

費の償還率の大きさを追求していて、協同医療制度

を実施するための準備が不十分であった農村に強制

的に命令を発令したために、結局、協同医療制度は

一時的に興隆したがすぐに退散を余儀なくされ、協

同医療制度の信用と名誉をも失墜させた10）。

協同医療制度は文化大革命より前から存在してい

たにもかかわらずに、協同医療制度を文化大革命に

より生じた新しい事物であるとして強制的に普及が

計られ、実行するかしないかを毛主席の革命路線を

執行するかしないかという問題に結びつけられた。

このために全国的に一斉に普及したが、成立した制

度は形式主義的な傾向があり、多くの地区の協同医

療制度は実行されたかと思うとすぐに停止し、安定

的ではなかった11）。

協同医療制度の医療面における中核を担ったのは、

裸足の医者（「赤脚医生」）であった。協同医療制度

の事業が発展するにつれて、各地の衛生部門は基礎

衛生医療を担う人員を養成することに力をいれた。

政治的・思想的に良好で、労働と人民への奉仕に情

熱を持っている青少年を生産大隊や生産隊から選び、

人民公社の協同組織管理委員会（「合作管理委員会」）

の批准を受けて養成を進めた12）。一般的には、短期

的に初期訓練を行い、その後に生産隊等で医療に従

事し、しばらくして再度訓練を受けるという養成方

式であった。初期訓練期間は、衛生員と助産員は１

～２か月、裸足の医者は６～12か月であり、その後

に毎年２～３回の技術向上のための訓練を受けた13）。

1968年以降、70年代の中期までの期間に、協同医療

制度の普及と併行して、医療面の主要な実施者であ

る裸足の医者が短期的な訓練を受けてまたは受けな

いまま、短期間のうちに全国に誕生した14）。

1979年に衛生部等は農村協同医療制度規定（「農

村合作医療章程」）を発布し、協同医療制度におけ

る形式主義的な傾向を修正しようとした15）。また80

年に衛生部は、85年までに全国約2300県の三分の一

の県について農村衛生事業を整頓・強化する計画を

発表した16）。この計画にしたがって82年までに約

300県の農村衛生事業の整頓･強化が完成した。しか

し諸条件の変化によりその後の計画は進まなかっ

た17）。

２ 生産大隊の平均人口と危険プールの

小ささ

人民公社の独立採算単位（「基本核算単位」）は、

1961年までは生産大隊であったが、61年末から生産

隊に土地以外のすべての所有権・経営管理権をもた

せ、生産隊を独立した経済採算単位とすることが試

験的に実施され、62年からは人民公社の根本制度と

して生産隊の所有権を基本とすることが確定した18）。

したがって農村人民公社の集団経済の大部分が、生

産隊を独立採算単位としていた19）。

表１は人民公社の発展状況を表している。1975年

から81年の間の人民公社は緩やかな発展状況にあ

り、１大隊内の平均人口は1150人前後と安定してい

る。また大隊内の生産隊数の上昇と生産隊内の平均

人口の減少が併行していて、独立採算単位である生

産隊の規模が小さくなる傾向が見られる。

表２は呼和浩特市郊外区の人民公社の発展状況を

表している。呼和浩特市郊外区の場合も１大隊内の

平均人口は930人前後とほぼ安定している。また生

産隊の規模についても、表１の全国での場合と同様

の傾向が見られる。

協同医療制度は主に生産大隊ごとに設立され、生

産大隊を独立採算単位としていた。上記のように平

均人口がほぼ1000人前後である大隊単位では、医療
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費支出の危険プールの大きさが小さすぎて財政的問

題の原因の１つとなり、制度的な欠陥であったとい

う指摘がなされている21）。

３ 公益金の徴集方法の変化と協同医療制度

の財政的逼迫

生産隊では総収入から生産費、税金、公益金等が

差し引かれ、その残りが生産隊の隊員に分配された。

公益金は生産隊の公共目的に使われる資金であり、

協同医療事業、その他福祉事業に使われた。公益金

は平均して総収入の約２％を占めていた22）。一方で、

1978年以降、各種の形態の生産責任制が採用され始

め、特に生産量に連動させた生産責任制が広く採用

され始めた23）。生産責任制は人民公社の分配方法を

変え、以前のように生産隊員に収入を分配する前に

差し引くという方法で徴集していた公益金は、徴集

方法を変更することを余儀なくされた。

表３は、呼和浩特市郊外区の全ての人民公社の公

社単位の公益金の金額を表している。総収入に占め

る公益金の比率は70年代を通じてほぼ２％未満であ

る。これは人民公社単位で集計した数値であり、生

産隊単位での数値ではないが、生産隊単位でもほぼ

同様の値であることが予想される。特徴的なのは、

70年代後半から公益金それ自体、および総収入に占

める公益金の比率の両方が減少している人民公社が

多いことである。公益金は協同医療制度の主要な資

金源であるから、このことは呼和浩特市郊外区で実

施されていた協同医療制度が財政的に逼迫したと考

えられる。また公益金の減少が生産責任制という制

度と結びついているために、呼和浩特市郊外区の人

民公社で生じたことが全国の人民公社でも生じたこ

とが予想できる。

４ 協同医療制度実施の生産大隊数と裸足の

医者

表４と表５は、全国および呼和浩特市郊外区の協

同医療制度を実施していた生産大隊数を表している。

また表６と表７は、全国および呼和浩特市郊外区の

表１ 人民公社の発展状況（全国）

人民公社数

（社）

生産大隊数

（万隊）

生産隊数

（万隊）

入社戸数

（万戸）

入社人口

（万人）

１公社平均

大隊数（隊）

１大隊平均

生産隊数（隊）

１生産隊平均

人口（人）

58年
65年
75年
79年
81年

23,630
74,755
52,615
53,348
54,368

－

64.8
67.7
69.9
71.8

－

541.2
482.6
515.4
600.4

12,861
13,527
16,448
17,491
18,016

56,017
59,122
77,712
80,739
81,881

－

8.7
12.9
13.1
13.2

－

8.3
7.1
7.4
8.4

－

109
161
157
136

（出典：［2］p. 162）

表２ 人民公社の発展状況（呼和浩特市郊外区）

人民

公社数

（社）

生産

大隊数

（隊）

独立採算

生産大隊数

（隊）［％］

生産隊数

（隊）

独立採算

生産隊数

（隊）［％］

入社戸数

（戸）

入社人口

（人）

１公社平均

大隊数

（隊）

１大隊平均

生産隊数

（隊）

１生産隊

平均人口

（人）

74年
76年
77年
78年
81年
82年
83年

14
14
14
14
15
15
15

227
233
233
233
235
235
238

48［21］
55［24］
56［24］
59［25］
43［18］
－

－

831
820
816
796
904
922
947

798［96］
785［96］
781［96］
749［94］
875［97］

－

－

56,478
56,906
61,616
58,312
58,966
60,176
61,386

208,870
214,964
217,079
219,382
218,628
222,575
223,872

16.2
16.6
16.6
16.6
15.7
15.7
15.9

3.7
3.5
3.5
3.4
3.8
3.9
4.0

251
262
266
276
242
241
236

（出典：［8］［9］20））
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表３ 人民公社の公益金（呼和浩特市郊外区）

公益金（単位 万元）

公社名 保合少 楡林 小黒河 八拝 毫沁営 羅家営 西菜園

公社名 太平庄 小井 悠悠板 巧報 西把柵 桃花 黄合少

総収入（単位 万元）

公社名 保合少 楡林 小黒河 八拝 毫沁営 羅家営 西菜園

公社名 太平庄 小井 悠悠板 巧報 西把柵 桃花 黄合少

公益金／総収入ぉ100（単位 ％）

公社名 保合少 楡林 小黒河 八拝 毫沁営 羅家営 西菜園

公社名 太平庄 小井 悠悠板 巧報 西把柵 桃花 黄合少

74年
77年
78年
81年
82年
83年

1.38
1.97
0.76
0.81
0.23
2.00

3.69
5.25
1.84
0.14
－

－

2.25
2.48
1.53
1.37
1.07
－

3.06
6.52
2.43
0.24
1.66
－

3.07
5.54
5.49
3.31
－

－

3.14
3.56
2.39
－

－

－

7.71
11.69
13.13
14.25
16.66
24.00

74年
77年
78年
81年
82年
83年

8.18
9.71
6.49
16.65
0.45
16.00

1.22
1.03
0.50
0.62
0.39
3.00

3.08
7.34
6.15
6.00
0.26
－

8.16
11.62
10.32
11.52
14.78
－

3.05
4.52
4.49
4.58
5.72
27.00

4.16
5.23
2.81
0.49
0.05
－

3.23
5.21
2.02
0.06
0.07
－

74年
77年
78年
81年
82年
83年

94.00
113.64
84.61
87.49
89.63
177.00

253.00
320.38
253.30
116.85
353.43
469.00

152.00
192.61
134.69
119.67
155.21
209.00

270.00
345.64
256.51
126.18
170.48
244.00

272.00
331.01
322.84
315.14
326.11
617.00

161.00
201.53
167.70
141.49
132.53
295.00

514.00
625.33
760.15
979.35
1259.33
1989.00

74年
77年
78年
81年
82年
83年

430.00
464.18
410.58
342.43
383.36
818.00

57.50
53.34
40.40
44.10
41.27
67.00

219.00
286.95
293.64
332.69
339.28
472.00

491.00
627.68
693.99
936.02
1118.45
1378.00

259.00
364.90
342.45
353.24
420.53
892.00

373.00
377.14
291.78
239.00
304.34
573.00

244.00
296.39
215.33
167.49
267.03
574.00

74年
77年
78年
81年
82年
83年

1.47
1.73
0.90
0.93
0.26
1.13

1.46
1.64
0.73
0.12
－

－

1.48
1.29
1.14
1.14
0.69
－

1.13
1.89
0.95
0.19
0.97
－

1.13
1.67
1.70
1.05
－

－

1.95
1.77
1.43
－

－

－

1.50
1.87
1.73
1.46
1.32
1.21

74年
77年
78年
81年
82年
83年

1.90
2.09
1.58
4.86
0.12
1.96

0.21
1.93
1.24
1.41
0.94
4.48

1.41
2.56
2.09
1.80
0.08
－

1.66
1.85
1.49
1.23
1.32
－

1.18
1.24
1.31
1.30
1.36
3.03

1.12
1.39
0.96
0.21
0.02
－

1.32
1.76
0.94
0.04
0.03
－

（出典：［8］［9］24））
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裸足の医者数を表わしている。表５に示されている

ように、呼和浩特市郊外区の人民公社では、協同医

療制度の普及時期が普及の行政命令があったにもか

かわらずに遅かったことがわかる。一方で、全国的

には70年代末から80年代にかけて、協同医療制度を

実施していた生産大隊数は急速に減少した。

協同医療制度を実施していた生産大隊数の傾向と

同様に、裸足の医者数についても70年代末から80年

代にかけて減少が大きいことが表６と表７から分か

る25）。

５ 医療費の償還率

生産隊員は最初に生産大隊の衛生所で治療を受け

たが、必要な場合には上位の医療機関である人民公

社の衛生院または県病院で治療を受けた。生産隊員

は衛生院と県病院の医療費を自費で支払わなければ

ならなかったが、その費用の一部は生産大隊の協同

医療制度から償還を受けることができた。償還率は

生産大隊によって、40～100％の間で異なってい

た26）。表８は1976年の時点で、呼和浩特市郊外区の

人民公社で協同医療制度を実施していた231生産大

隊について、その償還率を表している。生産大隊間

で償還率に開きがあったことが分かる。

表８ 生産大隊での協同医療制度による償還率

（呼和浩特市郊外区1976年）

償還率 大隊数（隊）

30％未満

30％
50％
70％
90％
100％

0
79
80
31
15
26

協同医療制度実施の

生産大隊数
231

（出典：［8］76年版, p. 85）

６ 農村における乳児死亡率

1952年の全国の乳児死亡率は1000人あたり250人

であったが27）、30年間でその数値は大幅に改善され

た。表９を見ると、都市だけでなく農村部でもその

改善は大きいが、それでも都市と農村との格差、お

表４ 協同医療制度実施の生産大隊数（全国）

生産大隊数

（万隊）

協同医療制度

実施生産大隊数（万隊）［％］

76年
78年
80年
82年
84年

67.78
68.60
70.29
71.77
71.53

62.97［92.9］
56.25［82.0］
48.36［68.8］
37.89［52.8］
5.41［ 7.6］

（出典：［12］p. 1113）

表５ 協同医療制度実施の生産大隊数（呼和浩特市郊外区）

生産大隊数

（隊）

協同医療制度

実施生産大隊数（隊）［％］

74年
76年
78年
80年
82年
84年

227
233
233
233
235
235

42［18.5］
231［99.1］
207［88.8］
169［72.5］
77［33.4］

－

（出典：［8］［9］24））

表６ 裸足の医者数（全国）

裸足の医者（万人）

合計［男性］［女性］

70年
75年
80年
82年
84年

122
156［106］［50］
146［ 97］［49］
135［ 94］［41］
125［ 89］［36］

（出典：［3］p. 81,［10］25））

表７ 裸足の医者数（呼和浩特市郊外区）

裸足の医者（万人）

合計［男性］［女性］

74年
76年
77年
78年
81年
82年

362［274］［ 88］
626［405］［221］
627［396］［231］
505［372］［193］
410［265］［145］

－

（出典：［8］［9］24））
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よび農村間での格差が依然として大きいことが分か

る。

表９ 農村の乳児死亡率（1982年）

（出生1000人あたりの人数）

全国 34.7

都市 21.5

農村全体

農村１

農村２

農村３

農村４

50.1
36.1
41.0
55.7
124.9

農村は 1987年の経済と社会サービスの発展

水準に応じて４グループに分類されている。

農村１：より豊か。（全国の県のうち）21.9％
農村２：豊か。31.9％
農村３：貧しい。26.3％
農村４：非常に貧しい。9.9％

（出典：［14］p. 1052）

７ ま と め

１）生産隊が人民公社の所有制の基本単位となって

いたにもかかわらずに、必ずしもそれが徹底して

いたわけではなかった。

２）生産隊の平均人口は変化があったが、生産大隊

の平均人口は比較的変化がなかったと考えられる。

それでも生産大隊単位で協同医療制度を実施する

には、危険プールの観点から充分な人数ではな

かった。

３）人民公社の公益金が70年代後半から減少した。

このことは生産大隊の公益金も同様に減少したと

考えられる。協同医療制度の主要な資金源であっ

た生産大隊の公益金の減少は、協同医療制度に打

撃を与えたと考えられる。

４）協同医療制度の普及は、1976年前後がピークだ

と考えられる。しかし74年時点でまだ広く普及し

ていない人民公社もあり、68年以降全国的に一斉

に普及したという主張には疑問がある。

５）上位の医療機関での医療費についての協同医療

制度による償還率は、ほぼ40～100％であったと

考えられる。

６）建国後30年間で、都市および農村を含めて全国

的に乳児死亡率は改善した。これは全般的に健康

水準の改善を象徴していると考えられる。しかし

1982年の時点で、農村の乳児死亡率の数値は都市

の数値の2.5倍あり、また農村の間でもその数値の

格差は小さいものではなかった。

注

１）［1］p. 21,［2］p. 20.

２）［1］p. 21.

３）［1］p. 21–22.

４）［1］p. 22.

５）［1］p. 22.

６）［1］p. 23.

７）［1］p. 23.

８）［3］p. 95.

９）［1］p. 23,［4］p. 17–19.

10）［3］p. 95.

11）［1］p. 23,［4］p. 19.

12）［4］p. 17.

13）［3］p. 86,［4］p. 18. この訓練方式は毛沢東が1965年に表

明した6.26指示の影響が大きい。

14）［4］p. 20.

15）［5］p. 66,［6］p. 137.

16）［6］p. 168.

17）［3］p. 88.

18）［7］p. 83.

19）［2］p. 168.

表２に記載されているように、一部の地域では生産大隊

が独立採算単位となっていた場合が70年末まで相当数あり、

農村人民公社の大部分が生産隊を独立採算単位としていた

ということは、必ずしも70年代全般にわたってあてはまる

とは限らないことが示唆される。

20）［8］：74年版 p. 7, 76年版 p. 5, 77年版 p. 7, 78年版 p. 6.

［9］：81年版 p. 14, 82年版 p. 14, 83年版 p. 8.

21）［11］p. 1088.

22）［2］p. 169–170.

23）［2］p. 164.

24）［8］：74年版 p. 93–94, 77年版 p. 52–53, 78年版 p. 43–45.

［9］：81年版 p. 41–43, 82年版 p. 45–47, 83年版 p. 41–43.

78年までは人民公社数は14であったが、81年以降は15

になっている。表３では増えた人民公社のデータを省略し

た。

25）［13］p. 1412.

1966年から1978年までの10年間に全国で200万人以上の

裸足の医者が訓練を受けている。

26）［14］p. 933.
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27）［15］p. 1047.
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